
小金井市行財政改革市民会議 

財政健全化部会(第２回)次第 

 

 

（日 時）平成２８年１１月８日（火）午後６：００～ 

（場 所）前原暫定集会施設Ｂ会議室 

（参加者）□落合部会長 □大塚委員（代行） □鴨下委員 □田川委員 □高野委員 

    （□藤田委員  □曽我部委員） 

 

 

１ 前回の部会の論点整理について 

  ※【課題】歳入確保策のアイデア 

 

２ 業務の本質的な改革について 

 ⑴ 業務の見直し 

 ⑵ 補助金等の見直し 

 ⑶ 民営化・指定管理の推進等 

 

３ 今後の進め方について 

 

４ その他 

  

  

※ 配付資料 

   

資料１ 平成２８年度補助金等一覧 

  資料２ 公共施設等の更新費用及び施設一覧について 

  資料３ 組織の課題解決に向けて 
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小金井市行財政改革市民会議                平成２８年１１月８日 

第２回   財政健全化部会 

 

公共施設等の更新費用及び施設一覧について 

 

 

１ 公共施設等の将来更新費用推計 

 

建築系公共施設と土木系公共施設を合算した公共施設等の将来更新費用の総額は約 1,497 億

円であり、1年当たりの平均額では約 43 億円が必要となります。 

本市における直近 5 年間（平成 22 年度から平成 26 年度まで）の公共施設等に係る工事請負

費の年平均額は約 15 億円であるため、更新費用に充当可能な財源の見込み額は毎年 15 億円で

あると仮定します。 

以上のことから、現在保有している全ての公共施設等を更新し続けるためには、充当可能な

財源見込み額に対して、約 2.9 倍の更新費用が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

図 １ 公共施設等の更新費用推計（公共施設及び土木系公共施設）         
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資料２  

３５年間の更新費用総額：１,４９７億円（年平均４３億円） 

（億

円） 

2.9 倍 

工事請負費実績 

更新費用の年平均額約 43億円に対し

て公共施設等の工事請負費の実績は

約 15 億円程度であり、約 2.9 倍の差

異が生じる見込みです。 

（赤色実線：更新費用年平均額、 

緑色点線：工事請負費実績値） 
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基本的な考え方 

 

（１） 基本目標 

本市では、現状や課題に関する基本認識を踏まえ、将来にわたって行政サービス水準の著

しい低下を招かないように配慮しつつ、財源不足への対応を図るために、次のとおり目標を

掲げます。 

 

 

 

 

 

（２） ３つの基本的な考え方 

本市では、本計画に定める各種方針の共通理念となるべき基本的な考え方について、以下

の３つの方針を定めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設の更新への対応を計画的に推進します 

【計画的な施設更新】 
基本的な考え方１ 

適切な維持管理によって安全管理を徹底します 

【安全・安心の確保】 
基本的な考え方２ 

資産の有効活用による市民サービスの向上に努めます 

【市民サービスの向上】 
基本的な考え方３ 

 将来的に増加し続ける老朽化施設の更新を計画的に進めるためには、将来更新費用

の縮減と平準化が不可欠であり、公共施設等の最適化に係る方向性を定めて、集約

化、複合化、用途変更及び長寿命化等の各種施策を推進します。 

 平常時のみならず、災害などの非常時においても、公共施設等の機能を維持し、安

心かつ安全な公共サービスを提供できるように、適切なマネジメントサイクルに基

づいた点検診断・修繕等の維持管理を推進します。 

 今後の総人口の減少や少子高齢化等によるサービス需要の変化に的確に対応するた

めには、公共施設等の多機能化や複合化を積極的に推進するとともに、公民連携等

による様々な創意工夫を凝らし、資産の有効活用を推進します。 

将来の人口動向に合わせ、総量抑制に努めるとともに、将来更新

費用及び維持管理費の縮減に努めます。 
基本目標 
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統合や廃止に係る手法の採用を検討する際のフローモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①老朽化評価 
視点：更新時期到来等による検討の必要性 

②施設有効活用度評価 
視点：利用状況、容積消化率等による現状改善の必要性 

現状維持 

複合化 

移設 

縮小 or 廃止 

集約化 

③立地評価 

必要性高い 

要改善 
改善の必要なし 

近傍公共施設あり 

近傍公共施設なし 

同種施設間 他種施設間 

複合化が困難 
複合化が可能 

④複合化評価 

現状立地に問題あり 
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２ 各種公共施設等一覧 

 

 

学校教育系施設 

（１） 学校 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 土地 建物 

小金井第一小学校 直営 市 市 7,638.69  S48 

小金井第二小学校 直営 市以外 市 7,205.29  S46 

小金井第三小学校 直営 市ほか 市 8,436.92  S51 

小金井第四小学校 直営 市 市 7,058.49  S53 

東小学校 直営 市 市 9,051.27  S57 

前原小学校 直営 市ほか 市 5,580.94  S37 

本町小学校 直営 市 市 5,277.94  S41 

緑小学校 直営 市 市 6,727.59  S44 

南小学校 直営 市 市 6,514.59  S48 

小金井第一中学校 直営 市以外 市 10,636.09  S54 

小金井第二中学校 直営 市 市 8,926.53  S50 

東中学校 直営 市 市 7,610.49  S39 

緑中学校 直営 市 市 8,230.75  S47 

南中学校 直営 市 市 7,449.33  S52 

 

 

（２） その他教育施設 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 土地 建物 

教育相談所 直営 － 民間(有償) 112.55  S49 

もくせい教室 直営 － 民間(有償) 48.25  S49 

 

 

 

市民文化系施設 

（１） 集会施設 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 
備考 

土地 建物 

市民会館 委託(一部) － 民間(有償) 244.80  H13 有料 

東小金井駅開設記念会館 委託(一部) 市 市 538.90  H17 有料 

前原暫定集会施設 委託(一部) 市 市 429.42  H18 有料 

婦人会館 委託(一部) 市 市 292.99  S42 有料 

貫井北町集会場 委託(一部) 市 市 84.50  S47 無料 

上之原会館 委託(一部) 市 市 398.41  S58 有料 

貫井北町中之久保集会所 委託(一部) 市 市 146.61  S59 無料 
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前原町丸山台集会所 委託(一部) 市 市 203.82  S59 無料 

前原町西之台会館 委託(一部) － 都(無償) 544.09  S62 有料 

桜町上水会館 委託(一部) 市 市 521.69  S62 有料 

東町集会所 委託(一部) － 
都(無償)、

市 
223.24  S63 無料 

貫井南町三楽集会所 委託(一部) 市 市 199.99  H2 無料 

東町友愛会館 委託(一部) 市 市 196.89  H5 無料 

中町桜並集会所 委託(一部) 市 民間(無償) 229.20  H8 無料 

貫井北五集会所 委託(一部) 市 市 161.51  H9 無料 

中町天神前集会所 委託(一部) 市 市 150.59  H9 無料 

北一会館 その他 市 市 142.56 H9 無料 

高齢者いこいの部屋 委託(一部) 市ほか 市ほか － － 無料 

施設数は多いものの、位置はやや不均一です。 

（２） 文化施設 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 土地 建物 

小金井 宮地楽器ホール 

(小金井市民交流センター) 
指定管理 市ほか 市 5,809.90  H22 

 

 

 

社会教育系施設 

（１） 公民館 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 土地 建物 

公民館本館 委託(一部) 市以外 都(有償)、市 371.96  S48 

公民館貫井南分館 委託(一部) 市 市 795.14  S48 

公民館東分館 委託 － 都(無償)、市 790.01  S63 

公民館緑分館 委託(一部) 市 市 1,279.28  H3 

公民館貫井北分館 委託 市 市 1,411.32  H26 

 

（２） 図書館 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 土地 建物 

図書館本館 直営 市 市 1,956.00  S50 

図書館東分室 委託 － 都(無償)、市 214.92  S63 

図書館緑分室 直営 市 市 260.90  H3 

図書館貫井北分室 委託 市 市 698.55  H26 

図書館西之台会館図書室 直営 － 都(無償) 55.00  S62 

おおむね均一に位置しています。 

（３） 博物館等 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 土地 建物 

はけの森美術館 直営 市 市 795.46  H1 
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はけの森美術館喫茶棟 その他 市 市 126.44 S34 

文化財センター 直営 市 市 973.80  H5 

環境配慮住宅型研修施設 委託 市 市 120.79 H23 

 

 

 

スポーツ・レクリエーション系施設 

（１） スポーツ施設 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 土地 建物 

総合体育館 指定管理 市以外 市 7,341.37  H1 

栗山公園健康運動センター 指定管理 市 市 2,636.03  H6 

上水公園運動施設 委託（一部） 市以外 市 350.24  H18 

テニスコート場 委託（一部） 市以外 市 256.48  H3 

一中クラブハウス 委託（一部） 市以外 市 507.20  S60 

 

（２） 保養施設 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 土地 建物 

清里山荘 指定管理 － 市 3,810.70  H2 

 

 

 

産業系施設 

（１） 産業系施設 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 土地 建物 

東小金井事業創造センター 指定管理 市以外 市 177.97  H26 

 

 

 

子育て支援施設 

（１） 幼保・こども園 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 土地 建物 

くりのみ保育園 直営 市 市 769.04  H3 

わかたけ保育園 直営 市 市 589.48  S45 

小金井保育園 直営 市 市 969.51  S58 

さくら保育園 直営 市 市 719.30  S48 

けやき保育園 直営 市 市 1,619.57  H25 
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（２） 幼児・児童施設 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 土地 建物 

本町児童館 直営 市 市 354.74  S57 

東児童館 委託 市 市 386.71  S63 

貫井南児童館 直営 市 市 412.05  S48 

緑児童館 直営 市 市 391.25  S62 

たまむし学童保育所 直営 市 市 296.93  S62 

あかね学童保育所 委託 市 市 489.01  H25 

ほんちょう学童保育所 直営 市 市 203.38  S57 

さくらなみ学童保育所 直営 市 市 452.50  H23 

さわらび学童保育所 直営 市 市 341.60  H21 

たけとんぼ学童保育所 直営 市以外 市 359.90  H23 

まえはら学童保育所 委託 市 市 318.52  H21 

みどり学童保育所 委託 市 市 259.29  S62 

みなみ学童保育所 直営 市 市 316.78  H27 

子ども家庭支援センター 委託(一部) 市 市 217.61  H7 

 

 

 

保健・福祉施設 

（１） 高齢福祉施設 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 土地 建物 

貫井北町高齢者用作業施設 

(ふすま作業所) 
その他 市 市 98.69  H19 

本町高齢者在宅サービスセンター 指定管理 市 市 748.35  H10 

 

（２） 児童福祉施設 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 土地 建物 

児童発達支援センター 指定管理 市 市 1,078.47  H25 

 

（３） 障がい福祉施設 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 土地 建物 

障害者福祉センター 指定管理 市 市 1,484.23  H5 

障害者地域自立生活支援センター 委託 市 市 116.00  H5 

障害者就労支援センター 委託 － 民間(有償) 38.00  H5 

小金井市福祉共同作業所 委託 市以外 民間(有償) 269.96 H28 
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（４） 保健センター 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 土地 建物 

保健センター 直営 市 市 2,156.24  H7 

 

域の西寄りに位置しています。 

 

行政系施設 

（１） 庁舎等 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 土地 建物 

本庁舎 直営 市 市 2,725.50  S40 

西庁舎 直営 市 市 465.78  S34 

第二庁舎 その他 － 民間(有償) 6,019.83  H5 

本町暫定庁舎 直営 市 市 496.86  S53 

 

 

（２） 消防施設 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 土地 建物 

消防団第一分団詰所 その他 市 市 123.20  H2 

消防団第二分団詰所 その他 市 市 109.07  H5 

消防団第三分団詰所 その他 市 市 91.06  S60 

消防団第四分団詰所 その他 市 市 89.15  S57 

消防団第五分団詰所 その他 市以外 市 81.07  S51 

 

 

（３） その他行政系施設 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 土地 建物 

区画整理課事務所 直営 市 市 110.55  H4 

文書倉庫 直営 市 市 289.00  S47 

二小防災倉庫 直営 市以外 市 29.00  S47 

二中防災倉庫 直営 市 市 32.00  S50 

東町防災倉庫 直営 市 市 40.00  H5 

前原町防災倉庫 直営 市 市 20.24  S57 

本町防災倉庫 直営 市以外 市 55.88  S44 

梶野町防災倉庫 直営 市 市 62.64  S42 

備蓄・防災倉庫 27 基 直営 － 市 － － 

災害対策用資機材置場等防災関係施

設 
直営 市 市 239.64  S41 
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公営住宅 

（１） 市営住宅、高齢者住宅 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 
備考 

土地 建物 

市営住宅 直営 市 市 2,493.92  S62 － 

コーポくりのみ その他 － 民間(有償) 408.57  H2 高齢者住宅 

シルバーピアグリーン その他 － 民間(有償) 337.32  H3 高齢者住宅 

ボヌールはけの道 その他 － 民間(有償) 1,257.72  H4 高齢者住宅 

コンフォール貫井 その他 － 民間(有償) 684.54  H4 高齢者住宅 

グリーンタウン小金井 委託 － 民間(有償) 5,025.47 H12 高齢者住宅 

 

 

公園（建築物） 

（１） 公園内建築物 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 土地 建物 

滄浪泉園 委託 市ほか 市 176.79  S54 

 

 

 

供給処理施設 

（１） 清掃関連施設 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 土地 建物 

中間処理場 委託(一部) 市ほか 市 1,810.30  S61 

リサイクル事業所 その他 市 市 385.81  S37 

空き缶・古紙等処理場 委託 市 市 616.40  S44 

 

 

 

その他建築系公共施設 

（１） その他建築系公共施設 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 土地 建物 

武蔵小金井駅南口公衆トイレ 委託 市 市 23.13  H23 

貫井南センター山車小屋 直営 市 市 36.82  H3 
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土木系公共施設 

 

○道路 

（１） 現状や課題 

「道路メンテナンスサイクルの構築に向けて（社会資本整備審議会 道路分科会 道路メンテナン

ス技術小委員会（平成 25年 6 月））」では、道路の構造物について、個々の道路環境（自然特

性、道路利用状況、構造特性等）を踏まえ、道路管理者が定期的に点検・診断を行い、安全性及

び維持管理の効率性の確保を目的とする予防的な保全による維持管理を基本とすべきであると提

言されています。本市においてもこのような維持管理を実践し、最小のライフサイクルコストで

安全・安心なサービス水準を確保することが求められています。 

また、道路の附属物と位置付けられる、武蔵小金井駅南口バス乗車場上屋（シェルター）とこれ

に接続する大屋根及び武蔵小金井駅北口タクシー乗車場上屋（シェルター）は、鉄道（ＪＲ中央

線）やバス利用者の雨天時における利便施設です。設置後間が無いため補修等の維持費は発生し

ていませんが、今後は定期的な清掃による雨樋のつまり解消や、利用者の安全確保の観点から損

傷箇所の発見と計画的な修繕実施のための定期点検の実施が必要となります。 

さらに、今後設置予定である東小金井駅北口バス乗車場上屋（シェルター）とこれに接続する大

屋根についても、経年に伴う維持補修費や点検費用などが発生する見込みです。 

なお、その他既存の道路の附属物についても経年劣化が想定され、全体的な点検等の必要性があ

ります。 

 

（２） 基本的な方針 

＜計画的な施設更新＞ 

道路の構造物である道路舗装については、必要な点検・診断を実施し、結果に基づき適切な維

持・修繕を実施します。 

また、各道路の特性を踏まえ、国から示される一定の方向性等に留意しつつ、メンテナンスサイ

クルの構築など、適切な維持管理の方法について研究を進めます。 

＜安全・安心の確保＞ 

道路の附属物である道路標識、道路反射鏡（カーブミラー）、道路照明等については、安全かつ

円滑に交通の確保等を図るため、定期的な点検・診断を実施し、計画的な維持管理を実施しま

す。 

＜市民サービスの向上＞ 

日常パトロール等は、東京ブリッジサポーター とも協働して実施し、道路を健全な状態に保ち

ます。 
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○橋りょう 

（１） 現状や課題 

平成 26 年の道路法施行規則の改正に伴い、5年ごとに全ての橋りょうの点検が義務付けられま

した。今後市内の橋りょうの多くが建設後 50 年以上となることから、これら橋りょうの老朽化

に伴う架け替えが集中し、財政的な負担が増大することが懸念されます。 

このため、これまでの対症療法的な管理から、管理する橋りょうを種類や種別ごとに、予防保全

型、経過観察型、事後保全型に区分し計画的な管理へ転換します。 

主要な橋りょう 18橋については、予防保全型の管理による計画的な修繕を実施することで橋り

ょうの延命化、予算の平準化、維持管理コストの縮減を図ります。 

その他の橋りょうについては、経過観察型管理又は事後保全型管理に位置付けし、橋りょうの点

検結果に基づいて対象橋りょうの種類や状態に応じた適切な管理を実施することで、橋りょうの

健全性を保ちます。 

平成 27 年度末までに道路橋 19橋及び歩道橋 2橋の点検委託を実施しました。平成 30年度末ま

でに道路橋以外の橋も含め残り 53橋の点検を行う予定です。 

 

（２） 基本的な方針 

＜計画的な施設更新＞ 

長寿命化計画に基づき、改築・修繕を計画的に実施します。また、必要に応じ、適宜計画の見直

しを実施します。 

＜安全・安心の確保＞ 

定期的な点検を実施し、当該点検、診断、措置の結果を次回の点検及び長寿命化計画へ反映する

ため、記録・保存の充実を図ります。 

＜市民サービスの向上＞ 

日常パトロール等は、東京ブリッジサポーターとも協働して実施し、橋りょうを健全な状態に保

ちます。 

 

 

 

○公園 

（１） 現状や課題 

滄浪泉園は、都市の中の貴重な自然を保全するために、都市計画法、都市緑地法に基づき、特別

緑地保全地区に指定されています。緑の保全を目的として低額の入園料を徴収しています。 

  

、都市の中の貴重な自然を保全するために、都市計画法、都市緑地法に基づき、特別緑地保全

地区に指定されています。緑の保全を目的として低額の入園料を徴収しています。 

 

その他の公園施設は、都市公園法及び小金井市公園条例に基づく都市公園 11 か所、小金井市公

園条例に基づく都市公園以外の公園 128 か所及び緑地 69 か所を設置しています（平成 28 年 3 月

時点）。 
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平成２６年３月から１年にわたり実施した各公園の利用実態調査により、１日当たりの利用者

が２千人を超える公園がある一方で、利用者がほとんどいない公園もあり、公園ごとに利用者数

の偏りが大きいことが分かりました。 

公園全体の問題として、宅地開発に伴う提供による規模の小さい公園の増加や、同一の地域に

おいて小規模な公園が点在することが挙げられます。また、市内の生産緑地の大半が平成 34 年に

指定後 30年を経過するため、関係法令等に留意する必要があります。 

近年、遊具に関する事故の報告が全国で報告されています。例えば、平成 27 年 4月に滋賀県大

津市で遊具の点検を実施した日に事故が起きたことが報告されています。また、同年 6 月には福

島県で、同年 7 月には奈良県で点検後にも関わらず遊具が壊れるなどして子どもが頭など軽いけ

がをしたという報告もされています。国土交通省では、その背景の 1 つとして遊具の老朽化を挙

げています。老朽化が進むほど専門家でない職員の点検では腐食などを見つけられない恐れがあ

り、限られた職員や財源の中で計画的な管理を行うために十分な検討が必要です。 

 

（１） 基本的な方針 

＜計画的な施設更新＞ 

公園施設長寿命化計画を策定し、それに基づいた改築・修繕を計画的に実施します。また、必

要に応じ、適宜計画の見直しを実施します。 

将来的には、策定した長寿命化計画に基づいて、公園の集約化等によって維持管理を効率的に

行う観点も踏まえ、生産緑地の指定解除の動向を見据えながら、公園施設の計画的な修繕及び更

新を推進します。 

＜安全・安心の確保＞ 

公園施設長寿命化計画に基づき、定期的な点検を実施し、計画的な維持管理を実施し、遊具の

安全性確保のため、専門家が主催する講習会を受講するなど、職員の点検レベルの向上を図りま

す。また、点検、診断、措置の結果を次回点検へ反映するための記録・保存の充実を図ります。 

＜市民サービスの向上＞ 

地域住民・地域団体との協働や民間活力の活用も含め、日常パトロール等を実施し、公園施設

を健全な状態に保ちます。 
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○下水道 

（１） 現状や課題 

本市公共下水道は昭和 44 年より整備に着手し、昭和 62 年 4 月に市全域が処理区域となりまし

た。以降、維持管理に着手してきましたが、初期に敷設した下水道施設についてまもなく 50年の

平均寿命を迎え、施設の更新計画を策定する必要にせまられています。 

国においては、平成 25 年 11 月に「インフラ長寿命化基本計画」が政府決定され、公共下水道

においても施設の長寿命化計画の策定が求められることとなりました。 

また、平成 27 年 5 月 20 日改正下水道法公布に伴い、維持修繕基準が創設されると共に事業計

画について修繕・改築等に関わる内容が拡充し、併せて平成 27 年 11 月「下水道事業のストック

マネジメント実施に関するガイドライン-2015 年版-」が公表され、長寿命化計画事業はそのガイ

ドラインに基づき、実施されることとなりました。 

他方、上記も包括的に捉え、今後見込まれている維持管理費の増大、人口減少に対応し、市民

サービスの安定的な提供を行うため、下水道事業の長中期的な視点に立った経営計画・経営基盤

の強化、財政マネジメントの向上を図ることも求められています。 

平成 27 年 1 月 27 日総務大臣通知により公営企業会計の適用の推進について通知され、人口 3

万人以上の自治体では、平成 32年度までに地方公営企業法の適用並びに企業会計の導入が求めら

れています。併せて、大量更新期の到来や人口減少等に伴う歳入の減少等を見越した中長期的経

営の基本計画である経営戦略の策定も求められています。 

経営環境が厳しさを増す現在、市民向けサービスの安定的供給に支障が生じないように施設の

更新投資を着実に進めていくためには、費用把握・財源確保を適時適切に行うことが重要です。

その前提として、現在保有している資産の把握・分析・活用、継続的な適正経営が必要です。そ

のためには地方公営企業法を適用し、経営戦略のもと、健全な下水道経営を推進していく必要が

あります。 

 

（２） 基本的な方針 

＜計画的な施設更新＞ 

 「下水道事業のストックマネジメント実施に関するガイドライン-2015 年版-」に基づき、スト

ックマネジメント計画を策定し、それに基づいた改築・修繕を計画的に実施します。また、必要

に応じ、適宜計画の見直しを実施します。 

＜安全・安心の確保＞ 

 ストックマネジメント計画に基づき、定期的な点検を実施し、計画的な維持管理を実施します。

また、点検、診断、措置の結果を次回点検へ反映するための記録・保存の充実を図ります。 

＜市民サービスの向上＞ 

下水道事業への地方公営企業法を適用し、適正な料金設定を行い、市民サービス水準の確保に

努めます。また、日常パトロール等を実施し、下水道施設を健全な状態に保ちます。 
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○その他 

（１） 自転車駐車場関連 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 
備考 

土地 建物 

武蔵小金井南第３自転車駐車場 指定管理 市 － －  － 有料 

武蔵小金井南第７自転車駐車場 指定管理 市 市 319.31  H22 有料 

武蔵小金井北第１自転車駐車場 指定管理 市以外 市 388.00  H8 有料 

武蔵小金井北第５自転車駐車場 指定管理 市以外 市以外 1,325.65  H3 有料 

東小金井南第３自転車駐車場 指定管理 市以外 － －  － 有料 

東小金井北第１自転車駐車場 指定管理 市以外 市 8.52  H25 有料 

東小金井北第８自転車駐車場 指定管理 市以外 － －  － 有料 

東小金井駅西側高架下自転車駐車場

AB 
指定管理 市ほか 市 8.52  H26 有料 

新小金井西第１自転車駐車場 指定管理 市以外 － －  － 有料 

武蔵小金井北第２自転車等置場 直営 市 － －  － 無料 

東小金井南第３自転車置場 委託 市以外 市 11.25  H3 無料 

中町４丁目第１自転車置場 委託 市以外 － －  － 無料 

貫井北町第１・２自転車保管所 委託 市以外 市 30.79  H4 － 

 

 

② 現状や課題 

自転車駐車場は、良好な都市環境を保持するため、放置自転車の減少及び通勤・通学、買い物

での利便性向上、歩行者の安全性の確保等を目的として設置しており、運営・管理は指定管理者

制度を導入しています。 

自転車保管所は、放置自転車として撤去した自転車等を一時的に保管している施設です。 

自転車駐車場及び自転車保管所は、主に民有地を借用しているため、将来的に返還を求められ

る可能性があり、不安定な状況となっています。また、各種委託料や土地借上料等、維持管理に

関して一定の費用負担を講じていることから、今後のまちの整備動向を踏まえて、長期安定的な

観点から自転車駐車場の確保及びあり方について検討する必要があります。 

自転車置場は、これまでの放置禁止区域から外れている場所にあり、駅から一定の距離がある

指定場所を自転車置場として無料で開放しています。そのため、限られたスペースに対して多く

の自転車が駐輪しており、特に一部の自転車置場では自転車が車道に出ているなど、利用マナー

が問題視されています。また、現在は放置禁止区域が拡大されたことにより、自転車置場はすべ

て放置禁止区域内にあり、自転車駐車場と混在している状況となっていることから、一定の整理

が必要です。 

 

③ 基本的な方針 

＜計画的な施設更新＞ 

自転車駐車場については、今後のまちづくりの動向を踏まえて長期安定的な運営体制の構築を

検討します。 

＜安全・安心の確保＞ 

施設内の不具合・損傷箇所を確認した上で、適宜対応するとともに、全施設の安全管理と適切

な利用に努めます。 
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＜市民サービスの向上＞ 

自転車駐車場の使用料については、受益者負担の適正化及び費用対効果、市民ニーズ等の観点

から使用料について総合的な見直しを検討します。 

自転車保管所は、今後の撤去台数を勘案した上で、長期安定的な運営体制を構築するとともに、

費用対効果等の観点から撤去手数料の引上げについて検討します。 

自転車置場は、現状及び課題を踏まえて有料化を実施します。 

 

 

（２） 農園 

① 施設一覧 

施設名称 管理運営形態 
所有形態 

延床面積 
建築 

年度 土地 建物 

市民農園(みどり第２市民農園ほか) 委託（一部） 市以外 － － － 

高齢者農園(東町二丁目・中町二丁

目) 
委託（一部） 市以外 － － － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 小金井市公共施設等総合管理計画（案）から抜粋 
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組織の課題解決に向けて①

第２６１回行財政再建推進本部資料
平成２ ８年 １ ０月 １ ８日
企画財政部行政経営担当

～今後の職員数及び人件費の見込み～

小金井市691人（担任人口171.3人）
⇔東久留米市594人（197.7人）
⇔国分寺市 647人（185.4人）
cf.担任人口最高 府中市 200.7人

職員数の現状
（H28.4/1現在）

H32.4/1 706人以上
再任用任期満了に伴う増（＋10人）

今後の職員数
（H28.3/31～H32.3/31）

H29.4/1 696人以上
再任用職員任期満了に伴う増（＋5人）

H29.4/1
（H28年度）

H30.4/1
（H29年度）

H31.4/1
（H30年度）

H32.4/1
（H31年度）

H33.4/1
（H32年度）

定年退職（人） 9 7 8 7 6

再任用満了（人） 9 8 8 4 3

職員数（人） 696 701 705 706 706

人件費（億円） 62.9 64.4 65.1 － －

職員数と人件費の見込み

※職員数は定年退職の半数（端数切捨）が再任用となる場合で計算。人件費は実施計画（案）によるも
ので、職員数の増等により増加する可能性あり。育児休業代替任期付職員は現在と同数とした。

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

実績値 725 704 701 682 672 671 691

計画値 725 699 682 670 654 653 661

725

704
701

682
672 671

691725

699

682
670

654 653 661

600

620

640

660

680

700

720

740

人件費の増加傾向、政策課題・業務量の変化への対応、定年退職者の減少

小金井市行財政改革市民会議
第２回 財政健全化部会 平成２８年１１月８日

資料３



組織の課題解決に向けて②

第２６１回行財政再建推進本部資料 平 成 ２ ８ 年 １ ０ 月 １ ８ 日
企画財政部行政経営担当

～解決すべき課題と見直しの方法～

人件費の増加傾向
（H27決算 5,909百万円）

〇職員単価の増加（平均年齢の上昇等）
〇職員数は671人（H27）→706人（H28 ＋35人）

〇将来の人口減少を踏まえた担任人口適正化

解決すべき課題

定年退職者の減少
〇H29末～H32末の定年退職者28人
〇組織の年代構成への悪影響
〇職員のモチベーション維持が必要

ワーク・ライフ・バランス
〇男女共同参画の推進（女性管理職の登用等）
〇時間外勤務の増加（H27年度110,988時間）
〇職員の出産・育児・介護及び地域参加の推進

政策課題・業務量変化への対応
〇社会情勢の変化等への対応
〇業務量の変化に伴う職員の増減

見直しの方法

公民連携
アウトソーシング

〇民間の強みを活か
し、職員の果たす
べき役割に集中

〇業務プロセスのうち
で、委託等が不可能
な部分を精査

多様な人材の活用組織改正
〇スリム化により、組織
の効率化、 職員数の
削減等を行う。

任用形態等 業務

職員 政策判断を要する業務

再任用 （一般職員に準じる）

任期付
①高度に専門的な業務
②定型的で恒常的な業務

非常勤
①高度に専門的な業務
②臨時的・補助的な業務

臨時職員 臨時的で作業的な業務

業務委託 専門定型業務（一般）

派遣職員 専門定型業務（特殊）

事業の廃止・縮小
〇社会情勢等を踏まえ
た見直し


